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研究人材の流動化と研究成果への影響

千葉大学 中原秀登

1 は じ め に

 近年，日本の科学技術が世界の最先端に到達 し

たことか ら，日本企業に対 して自主路線による創

造型の研究活動が強 く求め られている。創造型の

研究活動を推進 してい く上で，研究者，研究費や

研究設備など研究資源の投入量を増大させるか，

その投入のあり方を吟味 し，質的に創造型の研究

活動を活性化 させてい くことが考えられる。なか

でも研究者が創造性を発揮 し，創造型の研究活動

を活性化 していく方策 として，異なる経験や専門

能力を有す多様な研究人材を戦略的に確保 し，活

用 していく研究者の流動化があげられる。

 研究人材の流動化については，それが一方で必

ずしも多様な個性をもつ研究者の専門能力の深化

にっながらず，企業の創造的な研究活動にとって

マイナスとなるたあ，安定雇用の下での人材管理

がよいという見解がある1)。他方で，創造型の研究

活動に対 しては異質な研究人材の組合せによるシ

ナジー効果が，改良型の開発活動にもまして必要

であるため，研究人材の流動化を促すような人材

管理が必要であるという見解があ り2)，いずれの

考え方 も十分に解明されたものではない。

 これは，一つに研究者の流動化による研究者や

企業の研究成果に及ぼす影響についての実証研

究3)がこれまで十分でないことはもとより， 研究

者の流動化として，転職など外部労働市場に関連

した企業間移動と，配転など企業内労働力に関連

した移動とを明確に区分せず，かっチームプレー

としての組織協調的な活動を重視 し，定型的なマ

ネジメントのとられる開発部門と，研究者の自主

性を尊重 し，画一一的に縛 らない非定型的なマネジ

メントのとられる研究部門の管理 システムを区分

せずに論 じられたことに求められよう4)。

 そこで本稿では，研究者 に対す る質問調査票

(以下本調査 と略す)に 基づいて，改めて研究部門

と開発部門の区分を念頭におき，企業間移動とし

ての転職と企業内移動としての配転の観点か ら研

究者の流動化について概観する。ついで，それぞ

れの流動化の観点か ら，研究者および企業の研究

成果に及ぼす影響についての実態分析を通 してそ

の効果について考察 していぐ。さらに，研究者の

流動化を意義あるものにしていくための方策にっ

いて合わせて考察 していく。

II研 究者の流動化

 1.入 職経路

 創造的な研究活動を活性化 して く上で，また企

業の研究活動における長期的な研究人材の調整手

段として重要なのが，その人的担い手である研究

人材の採用であり， この採用を通 して研究者の移

動がみられる。まずは採用戦略の特徴について，

表1よ り入職経路からみていく。 同表より， 「大

学 の先生の紹介」(42.8%)[研 究部門の44.4%，

開発部門の41.4%]が 最 も多 く，ついで 「大学就

職 担当部 門の紹介」(13.1%)[13.3%，13.9%]，

「自分 か ら直接 企業 へ応 募」(12.5%)[13.9%，

9.6%]， 「大 学 先 輩 の 紹 介」(10.1%)[10.3%，

9.2%]の 順となっており，研究および開発の両部

門での研究開発者で特定の大学 ・研究室からの紹

介 による，いわば大学関係の推薦採用が66.0%

[68.0%，64.5%]と 多 くなっている。

 研究および開発部門の場合，研究開発の領域 ご

とに専門細分化されており，入職にあたっては大

学での専攻分野 と企業内での研究開発の領域 との

より強い関連づけが求められる5)。この関連性を

最 もよく把握できるのが，継続的に研究人材を企

業に送 り出しかっ受け入れてきた大学研究室 と企

業の緊密な関係である。その結果， これまでの採

用実績校重視の推薦が，研究および開発部門の研

究開発者の入職経路において大 きな役割を果たす

こととなったといえよう。

 その反面で，研究人材の単なる量的確保を優先

した推薦採用は，研究適性の乏 しい，あるいは
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望を助長 し， プロフェショナルとしての職業意識

の希薄な研究人材を採用することにもなりかねな

い。また大学 と企業 との固定 した推薦採用は，他

の多 くの企業にとって研究人材の供給不足の状況

を もたらすことにもなりかねない。

 いずれにして も日本企業における研究および開

発部門での研究人材の採用については，その入職

経路をみるかぎり，研究者自らの自由応募より採

用実績校重視の閉鎖的な推薦採用が多 くなってい

た。確かに大学関係の推薦に基づく研究人材の採

用は，企業の研究活動において安定 した研究人材

の継続的な確保と同質的な研究者集団としてのま

とまりをもたらし，チームプレーとして目標の定

まった改良型の研究活動 に対 して効果的であっ

た。 しかしながら推薦 という大学 と企業との限ら

れた採用方式 は，新規なあるいは異質な研究開発

の領域への迅速な進出にあたって，必要な研究人

材を機動的に採用 していくことを困難 とす る。 こ

のことは，今後研究環境の変化へ柔軟に対処 して

いく上で，多様な研究人材を機動的に確保 してい

くべき企業の採用戦略において大きな課題となっ

て くることを意味 してこよう。

 そこで次に，研究人材を機動的に確保 してい く

ための採用戦略について，ひいては労働市場の流

動化に結びつく研究者の企業間移動の一つである

転職，またその結果生 じる中途採用についてみて

いこう。

 2.中 途採用

 (1)研 究者の中途採用

 日本企業では， これまでその採用方式 として，

「新卒者を中心に採用」(42.1%)や 「新卒者を中心

に中途採用を増やしていく」(56.3%)に みられる

ように6)，新卒者を基本 とした研究人材の採用が

重視 されて きた。またその育成方法 として も，

91.1%で 新卒採用者を企業内で育成 してい く方

式がとられてきた7)。っまり日本企業 における研

究活動に対する研究人材の調整機構としては，長

期雇用の前提の下で新卒定期採用を出発点 とし，

その企業内育成による研究人材の活用が主 であ

り，不定期的に特定分野の研究者を中途採用 して

いくことは補完的な役割を果たしているにすぎな

かったといえる。

 しか しながら大学研究室とのコンタク トの少な

い新規な研究開発の領域 に対 しては， これまでの

限られた範囲内での推薦採用では，適正かっ機動

的な研究人材の採用や配置が困難 となってくる。

したが って新規の研究開発の領域に対 して，企業

の必要とする専門能力をもった研究人材を外部労

働市場か ら機動的に確保 していくたあに，中途採

用ないし任期を限った契約主義的な採用方法がと

られることとなる8》。事実，これまであまり中途採

用に依存せず，企業内労働力を活用 してきた研究

開発部門で も，「社 内人材の活性化」(47.6%)や

「必要な人材 の社内育成が困難」(47.6%)と いう

理由から，「正社員の中途採用」(47.5%)が 企業内
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注)本 調査は，全部門の有効回答総数を表わ し，研究部門は 「基礎研究部門」 と 「応用研究部門」 に
，また開発  部 門は 「開発設計部門」

に現在所属 している研究開発者の部門をそれぞれ表わす.



研究人材 の移動 としての 「社内人材の部門間配

置」(35.8%)を 上回っている9)。このことからも，

研究活動の活性化や内部人材の育成難か ら，中途

採用として外部労働市場に研究人材を求あていく

ことが窺われる。

 本調査においても，研究活動の活性化にとって

外部か らの有能な研究者のスカウトが役立つと評

価する研究者 は62.4%[研 究部門62.0%， 開発

部門61.2%]と ，それに否定的な研究者の6.6%

[7.0%，6.5%]を 研究および開発部門の研究開発

者で ともに大 きく上回 っている。このことか ら

も，研究者の資質に大 きく依存する研究および開

発部門では，即戦力 として優れた研究能力や実績

をもっ研究人材を外部労働市場から機動的に活用

していく中途採用が積極的に評価されていること

がわかる。 したがって今後，高度で専門的な研究

人材を機動的に確保 し，研究活動を活性化 してい

く必要性が高まるにっれて，企業の採用戦略にお

いて研究人材の中途採用が活発化 していくことと

なろう。

 (2)研 究者の転職

 中途採用は，1っ に研究者サイ ドからの転職活

動によるものである。本調査での転職経験のある

研究者の割合は6.9%で あり，かっ転職回数 も1

回が84.7%と ，現段階で研究者の転職は低いも

のとなっている。また研究部門と開発部門での転

職経験については，製品化に近 くより迅速な開発

成果の実現が求められる開発部門での転職経験者

の割合は11.4%と ，研究部門での4.3%以 上に

専門的な研究人材を機動的に確保 してい くべき転

職経験者の比率が7.1ポ イント高 くなっている。

 さらに表2よ り，今後の転職希望先 についてみ

ていく。現在 の会社で働 きたい研究者は76.1%

[74.5%，78.3%]と ， 確かに大 きな比率を占あて

い る。 しか しな が ら 「会 社以 外 の研 究機 関」

(9.4%)[12.4%，5.2%]を はじめ， 「独立 しておこ

した会社」(6.2%)[5.3%，7.1%]や 「別の会社」

(5.5%)[4.1%，7.3%]で の， いわば現在の会社以

外 で働 きた いとす る 「転職希 望者」が23.9%

[25.5%，21.7%]と ，研究および開発の両部門の

研究開発者で転職志向は高 くなっている。 また既

に転職 経験 のあ る研 究者 に よる転 職 希望 は
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19.1%と ，転職希望全体の数値である23.9%と

比べて4.8ポ イント低 くなっている。 これは，一

つに転職経験者は既 に自らの転職動機を満たすた

あに現在の企業に転職 してきているため，転職志

向が低 くなったものと考え られる。 しか しなが ら

本調査での転職経験者比率 の6.9%と 比べて転

職経験者の転職希望 は12.2ポ イン ト高 く，いず

れも転職志向が高まっている。

 なお，転職に及ぼす影響要因としては，経済的

な時代背景や研究経歴など時間的な要因が大 き

く関連 して くる。そこで，年齢別の転職経験につ

いて本調査では，転職経験の比率の高い研究者の

年 齢 は40歳 代 の14.5%で あ り，50歳 以上 の

10.3%，30歳 代の4.6%と 順次転職経験者の比

率は低下 している。 また年齢別の 「転職希望者」

については，表2よ り，20歳 代後半の30.9%，

30歳 代の23.4%，40歳 代の23.1%，50歳 以上

の19.0%と ，若手研究者による転職志向が高 く

なっている。この年齢別の転職動機については，

表3よ り，前の勤務先での将来性に疑問や自分の

研究テーマの追求の他に，若手研究者(20歳 代～

30歳 代)ほ ど経済的条件による転職動機が多 く
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なっている。それに対 して40歳 代の中年研究者

では，前の勤務先での人間関係による転職動機が

それぞれ相対的に多 くな っている。このことか

ら，若年研究者では魅力的な研究テーマやより良

い経済的な処遇に向け第二のキャリア形成を求あ

て，また中高年研究者では仕事内容および研究姿

勢など企業組織との調和を求あて，あるいは定年

を迎えて新 しい職場を求めて転職志向を強めてい

ることが窺われる。

 いずれにしても創造型の自主研究の時代を迎え

て，異質な発想をもっ優れた研究人材を弾力的に

確保 していくべき企業の採用戦略において， これ

までの新卒定期採用に対 して中途採用が増える傾

向にあった。中途採用の増加はまた，研究者の転

職志向を高め，ひいては研究者の労働市場を流動

化 していくことにもなろう。

 ところで，企業の採用戦略の他に，研究人材の

労働市場における不適合をはじめ，研究活動の活

性化，研究テーマの変化や研究活動の段階的進行

などに対処 してきた研究者の企業内流動化 として

の配転についてみていこう。

 3.研 究者の配転

 日本企業 は，入社後研究人材を初任の研究開発

部門の活動に従事 させ，そこでの実績や適性 に対

する評価を行なった後，部門内外への配転により

研究人材の労働市場における不適合へ対処 してい

く適応機構を企業内に組み込んできた。すなわち

1992年 において4割 強の企業が実施 しているlo)

企業内移動としての配転は，急速かっ多様な技術

革新に対 して外部の労働市場に依存せずとも，企

業内で適切な専門能力を もった研究人材の弾力的

な調達を可能とするとともに，同一部門内での長

期滞留 による研究活動のマ ンネリ化 を防ぎなが

ら，部門間での情報交流 と共有化による良好な連

携関係を形成 し，かつ企業内での長期にわたる研

究成果の積み上げを可能としてきた11)。っまり企

業内で広範な分野を経験 していく配転は，一一方で

研究者にとって能力開発の機会として，他方で企

業にとって雇用調整として大きな意義をもってい

る。 しかしながら他面で，研究人材の広範な配転

は，特定のあるいは長期の専門能力の深化を阻害

し，そうした研究能力の評価を困難なものにする

ことにもっなが りかねない。

 そこで，研究者のこれまで最 も長 く経験 した部

門と現在の所属部門，および入社以来現在の所属

部門と異なった部門を何 らかの形で経験 した 「配

転経験者」 の関係から，配転の実態について表4

よりみていく。

 研究者のこれまで最 も長 く経験 した部門として

は，応用研究の42.5%が 最 も多 く，っいで開発/

設計の33.4%お よび基礎研究の16.2%と ，この

3部 門が92.1%で 最 も長 く経験 されていた。ま

た現在の所属部門としては，応用研究の44.9%，

開発/設 計 の35.3%お よび基礎研究の11.2%

と， この3部 門での所属が91.4%と 大きな比率
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表4 研究者の経験 ・所属部門

(上段：回答構成比%， 下段：回答実数)
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を占あている。 その中で， 応用研究および開発/

設計部門は，いずれの年齢層でも最も長 くかつ一

定の割合で多く経験 されている。また加齢につれ

て基礎研究部門での経験 は減少し，かわって研究

企画や生産技術など他部門での経験がやや増加し

ていた。

 また何 らかの形で配転 を経験 した配転経験者

は， 本調査では53.1%と 半数でみ られた。部門

別 には，基礎研究部門での配転経験者 の比率が

63.4%と 最 も高 く，応用研究部門の54.0%， 開

発/設 計部門の53.4%， 生産技術部門の37.2%

の配転経験比率となっている。また配転経験の始

まる年齢時期については，30歳 代前半の71.5%

に対 して，40歳 代前半の45.6%，50歳 代前半の

30.5%と 若年時で配転経験の始まる比率が高 く

なっており，若年時ほど活発に配転の開始される

実態が窺われる。このことか らも，若年時に研究

者を基礎や応用研究部門での活動に従事させ，そ

こでの実績や適性に対する評価が行なわれた後

に，加齢にっれてそれまでの経験を実用化に活用

していくための応用研究，開発/設 計や生産技術

部門への配転の一面をみることができる。

 さらに学歴別の配転経験 にっいては，本調査よ

り博士修了者の40.0%に 対 して，修士修了者の

57.0%の 配転経験比率であり，博士修了者 ほど

配転経験が低 くなっている。このことか ら，高学

歴の研究者ほどその高度な専門能力を同一部門で

発揮させてい くことと，博士修了者ほど研究領域

が専門細分化されていず，高度に専門能力が蓄積

されていない修士修了者では，他領域の経験がで

きる配転を通してその能力が広範に育成されてい

る一面が窺われる。

 以上，所属部門や経験部門の実態から，日本企

業がこれまでキ ャッチアップ型の応用，開発/設

計を重視 してきた研究開発体制の特徴を，また若

年時に基礎的な研究活動を経験 させ，加齢ととも

に基礎的な研究活動の経験を実用化に向けて活用

してい くために，開発/設 計や生産技術部門への

移動の特徴が看取された。 この点で，また基礎→

応用→開発→製品化 といった研究開発の進行段階

に対 して，日本企業では配転 という企業内研究人

材の移動により柔軟に対応 してきた特徴を理解す

ることができる。

 ただし本調査では，研究開発者の場合，川上か

ら川下部門への幅広い配転というよりも，むしろ

研究および開発部門間での配転が中心であった。

このことは，多様で複雑な研究開発の職務を大き

く逸脱す るような異 なる他部門への配転は少な



80

く，研究開発の職務 に関わ る専門能力を広 くカ

バーしていくべ き研究開発の職能内での研究人材

の移動 という特徴を表わ していよう。その意味

で，まさに研究開発に関連 した広範な知識を習得

させるような配転政策がとられているといえよ

う。

III研 究者流動化の効果

 これまで研究者の採用や配転を通 して，研究者

の流動化の現状とその特徴にっいてみてきた。っ

ついて本節では，研究者の流動化が研究成果に及

ぼす影響についての考察を進めていこう。 ここで

は，研究者の流動化について，企業間移動 として

転職経験者を，企業内移動 として配転経験者をそ

れぞれ対象に取 り上げる。また研究成果について

は，内外特許申請，製品化および事業部からの要

請など製品事業や企業業績に直接関連 した会社関

係の研究成果と，内外での学会発表や論文掲載，

社内外表彰，招待講演，国際会議の主催や座長な

どむ しろ研究者個人の研究活動に関連 した研究成

果 に分 けて表5よ りみて い く。

 1.研 究 者の流動化 と研究成果

 まず は，企業間移動 と して の転職経験者 による

研究成果へ の影響か らみて い く。全体加重平均 と

比べて転職経験者 による影響 の大 きい研究者個人

の研究成果 と して は，国内論文掲載 の0.89(全 体

加重平 均 と比 べて0.21ポ イ ン ト大 きい)を は じ

あ，招待講演 の0.29(0.05ポ イ ン ト大 きい)や 国

際会議の座長の0.13(0.07ポ イ ン ト大 きい)で あ

る。 逆に影響 の小 さい研 究成 果 と して は，内外学

会発表のそれぞれ1.33(0.29ポ イ ン ト小 さい)，

0.35(0.16ポ イ ン ト小 さい)で ある。会社 関係 へ

の影響 の大 きい研究成果 としては， 内外特許 出願

の そ れ ぞ れ5.90(1.17ポ イ ン ト大 きい)，1.94

(0.65ポ イ ン ト大 きい)と 製品化 の0.92(0.10ポ

イ ン ト大 きい)で ある。逆 に影響 の小 さい研究成

果 と しては，事業部 の要請 の0.59(0.66ポ イ ン ト

小 さい)で ある。

 つ いで，企業内移動 と して の配転経験者 による

研究成果 の影響 にっ いてみて い く。全体加重平均

表5 研究者の流動化による研究成果への影響

                (上段：回答構成比%，下段：回答実数)
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注)実 施者率は，回答者総数の中で当該研究成果をあげた回答者の比率を表わす.
  成果度数は，当該研究成果に対する回答回数を単純合計した数値を表わす.

  加重平均は，成果度数を当該研究成果に対する回答者総数で除した数値を表わす.



と比べて配転経験者による影響の大 きい研究者個

人の研究成果 としては，内外論文掲載のそれぞれ

0.73(0.05ポ イント大 きい)，0.83(0.04ポ イン

ト大 きい)と 社内表彰の0.48(0.10ポ イント大 き

い)で ある。逆に影響の小さい研究成果としては，

招待講演の0.19(0.05ポ イント小さい)で ある。

会社関係への影響の大きい研究成果としては，内

外特許出願 のそれぞれ5.02(0.29ポ イント大き

い)，1.42(0.13ポ イ ン ト大 きい)と 製 品化 の

0.97(0.15ポ イント大きい)で ある。逆に影響の

小さい研究成果としては，事業部の要請 のo.70

(0.55ポ イント小さい)で ある。

 転職および配転のいずれの流動化の経験も，論

文掲載を中心とした研究者個人の研究成果に対 し

て，また内外特許出願や製品化の会社関係の研究

成果に対 して大きな影響を及ぼしており，特定の

研究成果に対する研究者流動化 の効果がみ られ

た。 このことは，研究者の流動化を通 してその研

究活動に刺激が与えられ，新たな発想や創造力が

生み出され，それが一面で論文を中心 とした研究

開発部門での研究成果 として具体的に現れるとと

もに，他面で製品事業へ直結するような製品化へ

結びついていることを表わしていよう。その反面

で，事業部の要請に対する研究者の流動化効果は

小さいものとなっていた。 これは，一っに研究者

の流動化によりチームワークが取 りにくいなど組

織の協調性が うまくいかずに研究成果が低下 した

ことの他に，研究部門と事業部との不十分な連携

にその要因を求めることもできよう。というのも

本調査において，同一部門メンバーとの話 し合い

で47.4%で 頻繁 とよくあるのに対 して，生産や

販売部門など他部門のメンバーとの話 し合いでは

それぞれ13.3%，5.8%と いうように，同一部門

と比べて他部門メンバーとの連携が十分でないか

らである。

 さらに，転職経験者による影響の大 きい研究成

果(企 業間移動効果)と ，配転経験者による影響

の大 きい研究成果(企 業内移動効果)の 特徴につ

いて，表5よ りみてい く。企業内に比べて企業間

移動効果の大 きい研究成果は，内外特許出願をは

じめ，国内論文掲載，招待講演や国際会議の座長

である。このことか ら，企業の研究活動を活性化
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すべき転職の成果が，転職先での新たな研究活動

の刺激を通 して企業業績に貢献すべき内外特許出

願の形で，また内外へ研究成果をアピールし，普

及 していくべき国内論文の掲載，招待講演や国際

会議の座長などの形で具体的に現れていることが

窺われる。 このことはまた，内外で注目すべき企

業業績としての特許出願をはじめ，研究成果をア

ピールしていく招待講演や国際会議の座長などの

研究業績を向上させていく上で，外部労働市場か

ら即戦力の研究人材を調達 し，活用 していくこと

が有効であることを意味 していよう。

 かわって，企業間と比べて企業内移動効果の大

きい研究成果は，海外論文掲載や社内表彰，製品

化である。このことから，研究活動への柔軟な企

業内対応をめざした配転の成果が，部門間移動に

よる組織協調的な研究活動や幅広い知識の習得を

通 して，製品事業への貢献としての製品化をはじ

め，その個人的な研究成果 としての海外論文掲載

や社内表彰の形で具体的に現れていることが窺わ

れる。 このことはまた，製品事業へ貢献するよう

な製品化をはじあ，内外で認知されるような海外

論文掲載や社内表彰の形で研究成果を向上させて

いく上で，企業内移動により研究活動へ柔軟な対

応を図 っていくことが有効であることを換言 して

いよう。

 いずれにしても転職や配転など研究者の流動化

による，研究者個人ないし会社関係の研究成果へ

及ぼす一定の効果が認あられた。ただし研究者の

流動化に際 しては，「研究期間が短 くなり，満足な

研究成果が得 られなくなる」(43.7%)こ とをはじ

め，「組織としてのま とまりがなくなる」(41.1%)

や 「研究情報やノウハウの流出」(20.2%)， 「給与

や研究評価の処遇面での差異」(15.4%)な ど種々

な問題点が指摘 される12)。なかでも研究者の流動

化によっては，組織協調的な研究活動に対する調

整が困難 となったり，あるいは短期で目先の研究

成果を追 う研究活動が増え，本来的な目的である

長期で リスクの大 きい独創的な研究活動が阻害 さ

れかねない。 したがって研究者の流動化により組

織協調的ないし創造的な研究活動を活発化 し，研

究者ないし会社関係の研究成果をあげていくため

にも，研究者の流動化を意義あるものにしていく
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べき方策が同時に求あられることとなろう。

 2.研 究者流動化の方策

 研究成果に効果のある研究者の流動化を意義あ

るものにしていく方策としては，中途採用や期限

付き採用など採用形態の多様化をはじめ，流動化

した研究人材を戦略的に活用 していくための能力

開発や処遇 などがあげ られる13)。本調査 におい

て，高い研究開発の業績をあげた研究開発者 に

とって重視 してもらいたい処遇として，表6よ り

「昇給」(26.0%)や 「ボーナス」(22.7%)の 経済的

報 酬 を は じめ，「研 究 テー マ設 定 の 自由度」

(14.9%)や 「研究活動の自由裁量度」(8.5%)な ど

研究活動における自由裁量，さらには 「高度研究

専門職への登用」(11.6%)や 留学など 「研究機会

の提供」(4.8%)と いった，職位や能力開発に対す

る処遇上の期待がみられる。なかでも企業内移動

としての配転経験者では，昇給などの経済的報酬

をはじめ，幅広い分野の経験を通 した企業内育成

による研究機会の提供，および研究テーマの自由

設定において， また企業間移動としての転職経験

者では，高度研究専門職への登用や研究活動の自

由裁量などの処遇がそれぞれ強 くあげられてい

る。

 そこで，以下では研究者の流動化を意義あるも

のにしていく上での方策 として，能力開発および

職位面での処遇策としての高度研究専門職の観点

か らみていく。

 (1)研 究者の能力開発

 研究開発の急速な高度化に伴い，高度な研究能

力を もっ研究人材 をあ ぐる需給ギ ャップが拡大

し，かっ研究者の保有す る専門知識の陳腐化が以

前にもまして急速に進んでいく中で，転職や配転

など研究者の流動化に際 してその能力の開発が重

要な課題となって くる。

 表7よ り，本調査で研究開発者にとって有効な

能力開発 の方法 としては，「先輩上司の指導によ

るOJT」(35.2%)[33.5%，38.3%]や 「責任の重

い仕事 の経験」(21.6%)[20.4% ，22.3%]な ど，

現場業務の経験を通 して能力を高めていく現場主

義型が最 も多 くあげられている。ついで，「自己啓

発」(8.0%)[7.5%，8.5%]， 「学 会出席」(5.0%)

[6.5%，3.1%]， 「講習会」(3.5%)[4.0%，2.6%]な

ど，現場業務を離れて独自に能力を高めていく自

発型の能力開発がっついている。それに対 して，

部門内や部門間ローテーションなど人事移動型の

能力開発は6.2%[5.6%，7.3%]と ，その有効性

は研究および開発の両部門の研究開発者で相対的

に低 くなっている。いずれにして も研究者の流動

化に際 して，その能力を高度化 し，研究活動を活

性化 していくための能力開発の方法としては，単

なる形式上の人事移動ではなく，む しろ移動先で

の現場主義型の能力開発をはじめ， 自己啓発など

移動す る研究者に合 った自発型の能力開発が有効

であった。

 その中で，研究者の流動化 としての転職および

配転経験者にとって有効な能力開発の方法にっい
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表7 研究者に対する有効な能力開発方法

               (上段：回答構成比%，下段：回答実数)
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化

能
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て同表よりみていく。転職経験者では自己啓発を

中心とした自発型が，また配転経験者では責任の

重い仕事の経験や社外の共同研究などの現場主義

型の能力開発が，全体平均よりそれぞれ5.5ポ イ

ント，5.2ポ イント相対的に高 くなっている。 こ

れは，日本企業では即戦力として一定の専門能力

を前提とする転職者に対 してはその能力を自ら開

発 していく自発型の能力開発が， また企業内移動

としての配転者に対 してはその能力を企業内での

現場主義型により開発 していくことが，それぞれ

重視されてきたことを表わしていよう。 さらに今

後，転職者の能力や資質として，「特定の専門 ・技

術力」(52.0%)が 強 く望まれており， また何 らか

な形で中途採用者に対する研修が71.2%の 事業

所で既に実施されていることか らも14)，転職経験

者に対 して も専門性や創造性などより固有の能力

を開発 していくための研修が必要 となってこよ

う。

 ただ しこうした能力開発には，「教育訓練の時

間」(45.3%)， 「教育 訓 練 の担 当人 材 の不 足」

(25.7%)や 「教育訓練の適切な方法」(15.7%)な

どの問題がみられる15)。またそうした問題から，

企業内での限 られた対応ないし研究者個人に能力

の開発が委ねられることが多 くなる。そのために

も，社外の教育訓練施設の利用を含あたoff JTの

派
遣
関
係

0.7

8

0.3

2

1.2

5

0

0

4

充実をはじあ，有給教育訓練休暇の付与など自発

型の能力開発に対する支援を行なうとともに，能

力開発による研究成果を積極的に評価 し，処遇ヘ

ダイレク トに反映させるなど，流動化 した研究者

の能力開発を動機づけていくシステムを整備する

ことが不可欠となろう16)。

 (2)研 究者の処遇

 ついで，研究者の流動化に対する魅力的な処遇

策の一っとして，管理職 としての一律の処遇が厳

しくなってきたことと合わせて，管理能力を問わ

ず，その高度な研究能力を評価 し，継続的に活用

していき，かつ給与などの待遇面で管理職 と職位

上同等の扱いをしてい く専門職制度があげ られ

る。

 そこで本調査より，高度研究専門職(研 究 フェ

ローなど)に 対する研究者の評価についてみてい

く。 「ぜひ就きたい」 が11.7%[12.8%，11.9%]，

「できれば就 きたい」が35.7%[35.7%，34.3%]

と，高度研究専門職に就きたい研究者が，専門職

に消極的な研究者 の18.3%[18.1%，18.0%]を

29.1ポ イント[30.4ポ イント，28.2ポ イント]上

回っており，研究および開発部門の研究開発者で

高度研究専門職に対する肯定的な評価がみ られ

る。

 また高度研究専門職へ就 きたい理由について
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は，「管理職よりも研究職に性格的に適 している」

(45.4%)[45.3%，44.0%]と 「研究活動に専念 し

たい」(40.8%)[41.8%，39.9%]の ，いわば純粋

な研究活動の志向事由が，研究および開発の両部

門の研究開発者で圧倒的に多 くなっている。逆に

専門職へ消極的な理由については，「ライ ン管理

職の方が大きな仕事ができる」(31.3%)[29.8%，

33.6%]の 事由が最 も多く，「研究活動以外の経験

が したい」(26.6%)[24.7%，29.3%]， 「研究職 よ

り も管理職 に性格 的 に適 して い る」(25.4%)

[25.8%，24.1%]が っついており，研究および開

発の両部門の研究開発者で権限の大きいライン管

理職への魅力か ら高度研究専門職の敬遠されてい

ることがわかる。

 その中で，研究者の流動化 としての転職および

配転経験者による高度研究専門職の評価について

みていく。転職経験者では，研究職に性格的に適

しているや研究活動に専念 したいなどの事由によ

る肯定的な評価が47.6%と ，管理職での大きな

仕事ができるや管理職に性格的に適 しているなど

の事 由による否定的な評価の20.3%を27 .3ポ

イント上回っている。また配転経験者でも，同様

な事由による肯定的な評価の47.1%が ，否定的

な評価の17.5%を29.6ポ イント上回り，転職経

験者以上に肯定的な評価が大きくなっている。

 いずれにして も流動化 した研究者による高度研

究専門職に対する評価は，性格的ないし純粋な研

究活動への志向から制度としては積極的に評価さ

れていた。 しか しながら研究活動以外の経験志向

や大 きな仕事ができ，かっ権限の大きいライン管

理職への魅力から，高度研究専門職に対する評価

は消極的なものとなっていた。 これは，一っに研

究能力や研究実績の考課を主 とする研究専門職に

比べて管理職での仕事上の権限が依然 として大 き

いという運用上の問題を表わ していよう。 した

が って今後，研究者の流動化を意義あるものにし

ていく処遇策の一つとして研究専門職を制度 とし

て整備 していく上で，研究能力や研究成果の明確

な考課を前提に，研究活動そのものに対する裁量

権はもとより，社内での職位上の権限を十分に付

与 した，管理職に劣 らない魅力的な職位に研究専

門職を整備 してい く必要があろう。

IV お わ り に

 本研究では，研究者の流動化について，まずは

研究人材 の採用戦略の現状 について概観 して き

た。そこか ら， 日本企業はこれまで特定大学 との

推薦関係に基づ く新卒定期採用を通 して研究人材

を安定確保 し，企業内での研究開発に強 く関連 し

た職能内での研究人材の配転を通 して労働市場の

不適合に対応 してきた。さらにその上で，今後創

造的な研究活動を活性化 していくため，新 しい発

想を もた らす異質な研究人材を機動的に確保すべ

き中途採用など企業間移動に対する積極的な評価

がみ られた。

 ついで，研究者の流動化としての転職および配

転経験者の研究成果への影響についての実証分析

を試みた。その結果，研究開発部門での転職およ

び配転経験者による研究活動 としての研究者個人

の研究成果はもとより，企業業績 と密接に関連 し

た会社関係の研究成果への一定の効果がみ られ

た。 この点で， これらの研究成果をあげていく上

で，研究者の流動化による一定の有効性が確証さ

れた。 したがって研究者の流動化を意義あるもの

にし，研究成果をより創造的なものへ向上させて

いくためにも，研究能力や研究実績の評価のあり

方など研究者の流動化に対する阻害要因について

のより精緻な分析を踏まえなが ら，実力本位の採

用をはじめ，能力開発や処遇体制の一貫 した管理

システムの整備が今後急務となろう。

注

1)小 池 は，創造的な研究成果に対 して，雇用の流動

 化 ではなく，企業内での安定雇用 と安定報酬を通

  した多様な人材の形成が必要であることを論 じ

  ている.小 池和男 『日本の雇用システム』東洋経

 済新報社，1995年 ，17～19頁.青 木他は，長期

 雇 用を前提 とした管理システムが創造的な研究

 開発にとって効果的であることから，定着型の管

 理 システムを主唱 している.青 木昌彦 ・小池和

 男 ・中谷巌 『日本企業の グp一 バル化の研究』

 PHP研 究所，1989年.

2)榊 原 は，ブレークスルー型のプロダク ト・イノ
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  マネジメントに対す る異質性を導入 した研究開
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  究者の部門間ローテーション」『組織行動研究』
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  で，役立 っていないとする研究開発者の20.0%

  [14.5%，28.7%]を ， なかで も研究部門の研究開

  発者で大きく上回っている.こ のことか らも，研
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  な っている.科 学技術庁科学技術政策局調査課，
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